
（別添）

業　務　委　託 物品購入・製造の請負 建設コンサルタント

①予定価格の事前
　公表の実施

Ｈ１９．１
＊１（施設維持管理
業務から順次実施）

Ｈ１８．１１
＊２（競争性が高い
一部の入札案件か
ら順次実施）

Ｈ１８．１１

②一般競争入札の
　原則化

Ｈ１９．１
＊３（年間を通じて
行う業務から順次実

施）

実施済
（簡易公募型指名競
争入札実施中）

③電子入札対象範
　囲の拡大

Ｈ１９．１
（施設維持管理業務
から順次実施）

Ｈ１９．１
(予定価格
50万円超)

(区役所発注分を
Ｈ１９．４)

④入札後資格確認
　型入札の導入

Ｈ１９．１
（年間を通じて行う
業務から順次実施）

Ｈ１９．４
（簡易公募型指名
競争入札実施中）

⑤入札金額内訳書
　の添付

Ｈ１９．１
（施設維持管理業務
から順次実施）

  Ｈ１８．１１

⑥入札説明書等の
　ダウンロード化

Ｈ１９．１ 　
工事に準じ、複写指
定店制度を実施中

⑦低入札価格調査
　制度の範囲の拡大

Ｈ１９．１
（年間を通じて行う
業務から順次実施）

 試行中

⑧法令遵守に係る
　誓約書の徴取

競争入札参加資格
審査申請時(次回一
斉更新から）

競争入札参加資格
審査申請時(次回一
斉更新から）

競争入札参加資格
審査申請時(次回一
斉更新から）

⑨長期継続契約の
　活用拡大

Ｈ１９．１ 　  

⑩入札公告・期日の
　繰上げ

Ｈ１９．１ 　  

⑪郵便入札の実施 Ｈ１９．１ 電子入札実施中 電子入札実施中

Ｈ１８．１１

Ｈ１８．１１

Ｈ１８．１１

Ｈ１９．４

Ｈ１８．７

＊３　年間を通じて行う業務とは、施設維持管理業務をはじめ毎年度の当初から年間を通じて継続的に役務の提供を受ける業務です。

　一般競争入札を実施する案件の入札参加資格確認については、入札
後に最低価格を提示した者から入札参加資格確認書等の提出を求め、
資格の確認を行う入札後資格確認型一般競争入札を導入します。

　予定価格を事前公表し、一般競争入札を実施する案件等について
は、入札書の提出と同時に入札金額の算定の根拠となった入札金額内
訳書の提出を求めます。

　一般競争入札で実施する業務委託の入札関係書類等の配布は、原
則として、本市電子調達システム（調達情報公開システム）や本市ホー
ムページからのダウンロードとします。

　業務開始までの研修・準備期間等の必要な業務については、入札公
告や入札実施時期を繰り上げ、入札・契約から履行開始までの期間を
長くします。

　電子入札の本格実施までの間（電子、紙入札併用）、予定価格を事前
公表し、一般競争入札を実施する案件に限って、郵便入札も認めること
とします。

　工事に準じ、本市との契約において、当該契約の相手方に談合等の不正行為があった場合、当該契約
金額の１０分の２に相当する額を違約金として徴収します。

　工事に準じ、入札談合情報の提供があった場合に対応するため、公正取引委員会や警察等の関係機
関との連携を図るなどの事務手順等を定めるマニュアルを策定し、入札談合に関する情報に対して迅速・
的確に対応する体制を整え、必要に応じて入札談合情報を警察等の関係機関に提供します。

　工事に準じ、本市発注の契約に関して、暴力団等から不当介入を受けたときは、警察署への届出、本市
への報告を義務化します。また、当該契約の相手方が暴力団関係者であることが判明したときは、契約を
解除するとともに当該契約金額の１０分の１に相当する額を違約金として徴収します。

実　　施　　時　　期　　等

業務委託等の入札・契約制度の改善・見直し措置の項目等について

　平成１７年４月から順次対象範囲を拡大していました電子入札につい
て、今回の業務委託等の改善に伴い、裏面のとおり実施します。

　一般競争入札の原則化に伴い、粗雑履行や不履行を未然に防止する
ため、現在、建築物清掃及び常駐警備業務に導入している低入札価格
調査制度について、一般競争入札で実施される委託業務のうち、年間
を通じて行われる労働集約的な施設維持管理業務等に適用範囲を拡
大します。

　入札・契約に関する透明性を図るとともに、入札情報の漏えい事件が
二度と生じないよう、一般競争入札を電子入札で実施する案件等につ
いて、予定価格の事前公表を実施します。

　入札・契約に関する透明性・競争性の向上を図るため、現行の指名競
争入札を中心とした入札方式から、一般競争入札を原則とした方式に
移行します。

実　施　項　目 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

　競争入札参加資格審査申請時、申請者から刑法や独占禁止法等の
法令遵守に係る誓約書を徴取します。なお、施設維持管理業務委託で
長期にわたって同一業者が受注している案件については、競争入札参
加資格申請時期までの間は、入札書と同時に誓約書を徴取します。

　毎年度の当初から経常的かつ継続的に行われている業務について
は、契約履行期間を複数年度とする長期継続契約の活用範囲を拡大し
ます。

⑫談合違約金の徴収の明確
　化

⑬談合情報対応マニュアル
　の整備

＊１　施設維持管理業務とは、建築物清掃、常駐警備、冷暖房設備等の運転管理（常駐）、自家用電気工作物の保守点検、電話交換、建物付属設備・機械
　　設備の保守点検・運転管理業務などです。

＊２　競争性が高い一部の入札案件とは、これまでに実施した一般競争入札における入札参加者の状況、落札の状況等を考慮し、一般印刷、軽印刷、事務
　　用品、スチール家具、家電視聴覚機器及び学校教材具の６品目です。

⑯全庁職員への不祥事再発
　防止研修

⑭暴力団等の排除の徹底

　工事に準じ、指名停止措置を行ったときは、当該指名停止に係る本市の競争入札参加資格者名簿に登
録された業者の商号又は名称、所在地、代表者氏名、期間及び理由をホームページ等で公表します。

⑮指名停止業者名の公表

　服務規律の確保と倫理観の向上を図る研修を実施しています。


